
 

令和６年度流域下水道及び公共下水道の予算に関する要望書 

 

下水道は、浸水被害から住民の生命・財産を守り、快適な生活環境を創造
するとともに、公共用水域の水質保全を図ることで、良好な水環境を創出する
重要な都市基盤施設である。 

大阪府内の下水道施設は、高度経済成長期以降に集中的に整備を進めた

ことから、老朽化施設が急激に増加し、対策の必要性が高まるなか、国におい

て、令和９年度以降も汚水管改築に係る国費支援を行うため、ウォーターＰＰＰ
導入を交付要件化するとの方針が示されている。 

また、近年、激甚化・頻発化している水災害に対し、「流域治水関連法」が施

行されたことを踏まえ、今後も事前防災等の観点から集中豪雨による内水氾

濫対策を推進するとともに、甚大な被害が想定されている南海トラフ巨大地震
などに備えた耐震対策を推進する必要がある。 

一方で、府内の下水道普及率が９７パーセントを超えたとはいえ、未だ約２６
万人もの府民が下水道の便益を享受できておらず、一刻も早い下水道の整
備が必要になっている。 

さらに、我が国では地球温暖化対策の推進を図るため、２０５０年カーボン

ニュートラルに向け、２０３０年度までに温室効果ガスを５０パーセント削減する

ことを目標としており、下水道事業においても脱炭素対策が急務となってい
る。 

大阪府及び府内市町村においては、施設の長寿命化や建設コスト縮減等
に創意工夫を凝らしつつ、「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対
策」等を最大限活用し、着実に事業の進捗を図ってきたところである。 

しかし、山積する諸課題への対策や物価高騰に伴う事業費の増大、今後の

使用料収入の減少等、下水道の経営環境は益々厳しくなることが見込まれて
おり、持続的に下水道事業を運営していくためには、継続的な国による支援が
必要不可欠である。 

引き続き、下水道サービスを継続的かつ安定的に提供していくため、次の
事項について特段の措置が講じられるよう、強く要望する。 



 

記 

 

 

1. 令和６年度における社会資本整備総合交付金、防災・安全交付金など下
水道事業予算の確保に加え、「防災・減災、国土強靭化のための５か年
加速化対策」に必要な予算を確保するとともに、国土強靭化実施中期計
画を早期に策定し、国土強靭化に必要な予算・財源を通常予算とは別枠
で確保されたい。                           【国土交通省、財務省】 

 
2. 老朽化が進む下水道施設の改築・更新に係る国費支援について、現行
の国庫補助制度を堅持するとともに、予算の重点配分化、交付対象範囲
の拡大等の支援措置の拡充を図られたい。        【国土交通省、財務省】 
 

3. 国費の交付要件となっている「ウォーターＰＰＰの導入」について、自治体
ごとに地域性や組織体制等、様々な課題があることを踏まえ、自治体規
模等に応じた要件設定を行うなど、柔軟な制度設計となるように対応を
図られたい。                                    【国土交通省】 

 
4. 脱炭素・汚泥肥料化等に向けた施設導入に係る財政支援・技術支援の
充実を図られたい。                          【国土交通省、財務省】 

 
5. 未普及地域の早期解消に向けた制度の延伸・充実、浸水対策の個別補
助制度の充実、下水道総合地震対策事業の拡充を図られたい。 

【国土交通省、財務省】 

 
6. 下水道に係る地方交付税の総額を確保するとともに、公害防止対策事業
への財政措置の継続、元利償還金に対する地方交付税措置の充実、エ
ネルギー価格高騰に対する財政支援などの充実を図られたい。 

【国土交通省、財務省、総務省】 

 

7. 下水道に係る地方債について、耐用年数を踏まえた償還期限の更なる
延長など貸付条件の緩和を図られたい。また、公的資金補償金免除繰上
償還制度を再実施することとし、年利５％未満の残債も対象とされたい。 

【財務省、総務省】 

 

令和５年１１月7日 



 

大阪府 知 事    吉村 洋文 
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